
徳島県医療人材育成機関認証制度要綱

（目的）

第１条 この要綱は、医療人材の育成に当たり、質の高い医療人材の育成を行うこと

ができる優れた医療機関等を県が認証することにより、更なる医療人材育成を推進

することを目的とする。

(定義)

第２条 この要綱において「医療機関等」とは、県内の病院、診療所、助産所及び介

護老人保健施設、並びに指定訪問看護事業所等をいう。

また、｢医療人材｣とは保健師、助産師、看護師及び准看護師をいう。

（申請）

第３条 医療人材育成機関の認証を受けようとする医療機関等は、「徳島県医療人材育

成機関認証申請書」（様式第１号）及び、人材育成の取組内容が分かる資料を事務局

に提出するものとする。

（審査）

第４条 事務局は、認証取得を申請した医療機関等の書類審査と、必要に応じ臨地実

習を依頼している学校･養成所へのヒアリング等を実施し検証を行う。

また、事務局は、必要に応じ医療関係団体・教育機関・学識経験者等に意見

を聴くことができる。

（認証基準）

第５条 知事は、申請者が以下の要件を満たすと判断する場合、医療人材育成に優れ

た医療機関等としてこれを医療人材育成機関として認証する。

（１）認証の条件

ア 原則として、県内の医療機関等を認証する。

イ 各看護師等学校養成所等と臨地実習施設承諾書を取り交わし、厚生労働省も

しくは文部科学省、徳島県に臨地実習施設として届けられている施設であるこ

と。

ウ 実習指導者が配置されていること(２人以上配置)。ただし、診療所等の実習

は、学生の指導を担当する看護師を実習指導者と見なすことが可能である。

エ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）若しくは暴力団員

(同条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。)、又は暴力団若しくは暴

力団員と密接な関係を有する機関でないこと。

オ 申請年度において過去５年間で３年以上臨地実習(６週間以上)の受入実績が

あり、指導を行っている施設であること。

カ 県内において直近３年間、医療関係法令の重大な法令違反がないこと。また、

その他の法令についても直近３年間重大な法令違反がないこと。

キ 臨地実習指導体制(組織)が明確化され実施していること。

ク その他、本認証制度の趣旨に照らし、適当でない組織であると、知事が認め

た場合は、認証を行わない。

２ 知事は前項により認証申請内容を認証した場合、当該申請者に「徳島県医療人材

育成機関認証通知書」(様式第２号)により、その旨を通知するとともに医療人材育



成機関認証書を交付し、認証した医療機関等の概要、人材育成の取組の内容等につ

いて広く周知を図るものとする。また、認証を行わない場合、当該申請者に「徳島

県医療人材育成機関不認証通知書」(様式第３号)により、その旨を通知するものと

する。

（認証期間及び再認証）

第６条 認証期間は、認証日からその３年後の年度末とする。

２ 認証機関は、認証期間満了日の６か月前までに、再認証のための申請を行う

ものとする。再認証に係る申請及びその後の手続等については、第３条から第

５条を準用する。

３ 知事は、前項により再認証申請内容を認証した場合、当該申請者に「徳島県

医療人材育成機関認証更新通知書」(様式第４号)により、その旨を通知するも

のとする。

４ 第１項の過程において、前回認証から３年を経過した場合には、「認証更新審

査中医療機関等」とし、前回認証から４年を経過した時点で、再認証が決定さ

れていない場合には、自動的に認証を失効する。

（認証後の変更の届出）

第７条 認証を受けた機関は、認証基準に大きな影響を与える医療機関等の変更など

があった場合は、遅滞なく事務局に申出を行い、事務局の指示を受け、「徳島県医療

人材育成機関認証変更事項申請書」(様式第５号）を知事に提出しなければならない。

２ 知事は前項により認証申請内容を変更した場合、当該申請者に「徳島県医療

人材育成機関認証変更通知書」(様式第６号)により、その旨を通知するものと

する。

（認証の辞退）

第８条 認証を受けた機関は、認証基準を満たさなくなったときは、「徳島県医療人材

育成機関辞退申請書」（様式第７号）を知事に提出しなければならない。

（認証の取消し）

第９条 知事は、認証機関が認証基準を満たさないことが明らかになったとき、医療

関係及びその他の重大な法令違反があったとき、その他認証機関として適当でなく

なったと認めるときは、当該機関の認証を取り消すことができる。

２ 知事は、前項により認証の取消しを判断した場合、当該申請者に「徳島県医療人

材育成機関認証取消通知書」(様式第８号)により、理由を付してその旨を通知する

ものとする。

（その他）

第１０条 この要綱に定めるもののほか、この要綱の実施に必要な事項は別に定める。

附則 この要綱は、平成２８年１２月２０日から施行する。

附則 この要綱は、平成３０年８月２２日から施行する。


